
令和３年度 第２回小田原市いじめ防止対策調査会  

 

日時：令和４年（2022年）１月 18日（火） 

                 午前９時 30分～午前 11時 00分 

場所：おだわら市民交流センター UMECO 会議室１ 

 

次  第 

１ 開 会 

２ 議 題 

（１）いじめの重大事態に関する調査結果の公表のあり方について（諮問）

について 

（２）令和２年度小田原市立小中学校の暴力行為・いじめ・長期欠席の状況

について       

 （３）小田原市いじめ問題対策連絡会について 

３ その他 

４ 閉 会 
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 【資料 1-2】 いじめ重大事態に関する調査結果の公表に係るポイント 

 【参考資料 3】調査結果の概要（神奈川県） 

 【参考資料 4】調査報告書（神奈川県） 

 【資料２】   令和２年度 小田原市立小中学校の暴力行為・いじめ・長期

欠席の状況について 

 【資料３】   小田原市いじめ問題対策連絡会について 
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いじめ重大事態に関する調査結果の公表に係るポイント 

 

 

１ 公表についての考え  

学校又は市教育委員会は、いじめ重大事態に関する調査結果の公表について、事案の

内容や重大性、いじめを受けた児童生徒及びその保護者の意向、公表をした場合の児童

生徒への影響等を総合的に勘案して、適切に判断することとし、特段の支障がなければ

公表を行う。 

公表の意義としては、市民社会全体で再発防止を含むいじめ防止対策や健全育成活

動を促進すること、市民目線に立って学校及び教育委員会のいじめ対策や教育活動を

見直し、公正な教育活動・教育行政の推進を強化すること、いじめの重大事態の調査に

係る過程や手続等を示し、調査結果の信頼性を保つことがある。 

 

２ 公表の方法について 

（１）基本認識 

「１公表についての考え」をふまえ、いじめを受けた児童生徒及び保護者の意向や

関係する児童生徒に配慮しながら、公表の意義と公表による様々な影響を比較衡量し

たうえで、基本的には全ての事案について公表する。 

（２）公表資料 

公表の目的として、再発防止や今後の制度改善としてどこが大事なのかということ

を重視するという考えのもと、教育委員会が公表版を作成し、それを公表する。 

（３）公表方法 

・市ホームページでの公表を原則とする。 

   ※市ホームページで公表することをもって、公表の一定の責務を果たしたと考える。 

そのため、個別の事案ごとの議会説明や記者発表等は行わない。 

 

 

資料１-2 
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（４）公表する期間 

   ・６か月   

※ただし、公表期間中であっても、いじめを受けた児童生徒及びその保護者の公表に

対する意向に変化が生じた場合等、公表の継続が難しくなるような事情が生じた場

合は、公表を中止、または公表内容を一部変更することもあり得る。 

（５）その他 

社会的な関心が高いと思われるケースの場合は、記者への情報提供を検討する。ま

た、公表内容については、市教育委員会として取りまとめた調査報告書(必要に応じ

て黒塗りをした原文)を市のホームページに掲載することを検討する。 
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１ 調査期間 令和２年度（令和２年４月１日～令和３年３月 31日） 

 

２ 調査項目 （1）暴力行為 （2）いじめ （3）長期欠席（不登校等） 

 

３ 調査結果 

 

 

 

 

 

 

（1）暴力行為の状況 

① 暴力行為の発生件数と 1,000人あたりの発生件数（過去３年間、全国・県との比較） （件） 

  校種 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

発生件数 
1,000人

あたり 
発生件数 

1,000人

あたり 
発生件数 

1,000人

あたり 

全  国 
小学校 36,536 5.7 43,614 6.8 41,056 6.5 

中学校 29,320 8.9 28,518 8.8 21,293 6.6 

神奈川県 
小学校 6,170 

14.5 
6,944 

15.6 
6,054 

12.1 
中学校 3,277 3,142 1,708 

小田原市 
小学校 74 8.1 109 12.1 74 8.4 

中学校 85 19.0 144 33.1 67 15.6 

 ※神奈川県の中学校の数値は、中等教育学校前期課程を除く 

 

 ② 暴力行為の形態（件）            ③ 学年別加害児童生徒数（人） 

形態 小学校 中学校  学年 小学校 中学校  

対教師暴力 10 3  １年生 6 42  

生徒間暴力 58 58  ２年生 12 8  

対人暴力 4 1  ３年生 10 15  

器物損壊 2 5  ４年生 8   

合計 74 67  ５年生 10   

    ６年生 11   

    合計 57 65  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度 小田原市立小中学校の暴力行為・いじめ・長期欠席の状況について 

 

（全  国）文部科学省「令和２年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」    

※調査対象は国公私立校（中学校には中等教育学校前期課程を含む） 

（神奈川県）「令和２年度神奈川県児童・生徒の問題行動・不登校等調査」 

※調査対象は公立校（中学校については中等教育学校前期課程を含む。 

（小田原市）教育指導課調べ ※調査対象は市立全小・中学校（小学校 25校、中学校 11校） 

暴力行為は令和元年度と比較して、小学校では 35件減少、中学校では 77件減少しま

した。これは２か月間の臨時休業や休業明けの感染症対策の中で、児童生徒同士の接触

機会が少なかったことが影響したと考えています。また、中学校１年生の暴力行為発生

件数が突出していることについては、新しい関係を築く入学時期が休業となり、学級づ

くりや互いの理解を深める取組、行事の縮小及び中止により、「自分の思いを伝え相手の

思いを受け止めることができる」「暴力に至る前にトラブルを回避・解決する」等のコミ

ュニケーションスキルを学ぶ機会が減少したためと考えられます。 

資料２  
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（2）いじめの状況 

① いじめの認知件数と 1,000人あたりの認知件数（過去３年間、全国・県との比較） （件） 

 校種 

平成 30年度  令和元年度 令和２年度 

認知件数 
1,000人

あたり 
認知件数 

1,000人

あたり 
認知件数 

1,000人

あたり 

全  国 
小学校 425,844 66.0 484,545 75.8 420,897 66.5 

中学校 97,704 29.8 106,524 32.8 80,877 24.9 

神奈川県 
小学校 20,155 

38.1 
22,782 

43.1 
19,287 

35.6 
中学校 4,659 5,114 3,619 

小田原市 
小学校 479 52.7 595 66.0 555 62.9 

中学校 194 43.3 394 91.1 244 56.8 

  

② いじめの態様（複数回答）                       （件） 

態様 小学校 中学校 

冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる 265 111 

仲間はずれ、集団による無視をされる 62 13 

軽くぶつかられたり、遊ぶふりをしてたたかれたり、蹴られたりする 121 32 

ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする 22 11 

金品をたかられる 3 1 

金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする 30 22 

嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする 74 14 

パソコンや携帯電話等でひぼう・中傷や嫌なことをされる 15 45 

その他 18 8 

  

 ③ いじめの解消率 

 小学校 中学校 

令和 ３年３月 31日現在の状況 69.4％ 75.8％ 

令和 ３年７月 20日現在の状況 97.3％ 99.6％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いじめの認知件数は令和元年度と比較して、小学校では 40件、中学校では 150件減少
しました。ここ数年は、教職員のいじめ防止対策推進法の理解が進んだことで、認知件数
は増加傾向にありました。各学校が日頃の児童生徒の見取りをきめ細かく行い、アンケー
ト調査や個別面談によって実態の把握に努め、早期に対応する取組が定着してきていると
捉えています。令和２年度の認知件数が減少した理由は、２か月間の臨時休業や児童生徒
同士が感染対策等により接触する機会が減ったことによる影響と考えています。 
いじめの態様別では、例年同様「冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言わ

れる」の割合が高い一方、中学校では、「仲間はずれ、集団による無視をされる」が減少し、
「パソコンや携帯電話等でひぼう・中傷や嫌なことをされる」が増加するなど、感染症対策
により生徒同士のコミュニケーションの態様が変化しつつあることが要因の一つとして考
えられます。 
個々のいじめ事案については、解消に向けた指導・支援、見守りの結果、小中学校とも、

ほとんどの事案が解消につながっています。 
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（3）長期欠席の状況 

① 不登校者数と出現率（過去３年間、全国・県との比較） 

 校種 

平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

不登校者数

（人） 

出現率 

（％） 

不登校者数

（人） 

出現率 

（％） 

不登校者数

（人） 

出現率 

（％） 

全  国 
小学校 44,471 0.7 52,905 0.8 63,350 1.0 

中学校 114,379 3.8 122,519 4.1 132,777 4.1 

神奈川県 
小学校 3,739 0.83 4,578 1.02 5,126 1.15 

中学校 8,855 4.40 9,570 4.80 9,141 4.56 

小田原市 
小学校 94 1.03 114 1.27 112 1.27 

中学校 224 5.00 203 4.69 219 5.09 

 令和２年度の不登校者数は、（欠席日数＋出席停止日数）が 30 日以上を対象としている。  

② 不登校の要因（主たる要因）              （人） 

分類 小学校 中学校  

学校における人間関係に課題 6 18  

学業の不振 5 4  

親子の関わり方 12 3  

生活リズムの乱れ、あそび、非行 13 23  

無気力、不安 55 150  

その他 21 21  

合計 112 219  

 

③ 学年別不登校者数                               （人） 

小学校 中学校 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計 １年 ２年 ３年 合計 

継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 

0 5 3 2 7 15 11 2 12 23  14 18 47 65 37 28 31 30 65 28 133 86 

5 5 22 13 35 32 112 65 61 93 219 

R１ 不登校者数 7 9 13 22 26  37 34 68  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不登校者数は、令和元年度と比較して、小学校では２人減少し、出現率は変化していません。

中学校においては、16人増加し、出現率は 0.40ポイント増加しました。全国的に、緩やかな増

加傾向にあります。 

不登校の主たる要因としては、小学校・中学校とも「無気力、不安」によるものが多く、小学

校では全体の 49％、中学校では全体の 68％を占めています。また、例年の状況に加え、臨時休

業や感染症対策の影響等により、生活リズムの乱れなどにつながり、登校しない状況が続いてし

まっている児童生徒が、やや増加しています。 

令和２年度、中学校においては不登校が継続する傾向が見られ、各学年とも新規不登校者数が

加わったため、全体の不登校者数が増加したと考えられます。 
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４ 今後の主な取組 

 

＜暴力行為・いじめ＞ 

○各学校においては、一人ひとりがかけがえのない存在であり、それぞれが基本的な人権を持って

いることを理解し、自分の大切さとともに、他の人の大切さを認めることができるよう、多文化

共生理解等を含めた、人権教育の充実に努めます。 

児童生徒の発達段階に応じたいじめの未然防止のための教育を行い、自分と自分の周りの人々の

気持ちを考え、先のことを想像して行動できるよう、指導していきます。 

「有形・無形を問わず、力による解決はいかなる理由からも認められず、許されない行為である」

との認識を全教職員が共有し、指導に当たっては、児童生徒との対話を心がけ、毅然とした指導

を行うとともに、一人ひとりの教育的ニーズに寄り添った支援の充実に努めます。 

○市教育委員会においては、教職員の指導力の向上を図るため、ＳＮＳを介したいじめや、児童生徒

指導上の喫緊の課題に焦点を当てた児童生徒指導研修会を実施するとともに、校内研修会の充実

を図るための情報を積極的に発信していきます。また、神奈川県弁護士会との連携により、いじ

めの未然防止につながる「いじめ予防教室」を実施します。 

○暴力行為やいじめにより、重大な被害が生じるおそれのあるときは、警察等と連携しながら取組

をすすめます。また、いじめ問題の解決は地域全体、社会全体で取り組むものであることを関係

機関・団体等が認識できるよう、学校運営協議会や小田原市いじめ問題対策連絡会等の様々な機

会を通じて共有していきます。 

 

 

＜長期欠席（不登校等）＞ 

○各学校では、確かな学力の向上や豊かな人間性を育む取組を通して、「魅力ある学校づくり」を目

指し、児童生徒の「自己肯定感・有用感」を育み、誰もが和らぐ学校づくりにより、不登校の未

然防止に努めます。また、全職員が児童生徒に寄り添い、一人ひとりと関わる中で「何か困難な

状況があるかもしれない」といった視点を持ち、早期発見と個々の状況に合った支援の充実を目

指します。 

近年、不登校の要因や背景が多様化・複雑化していることから、初期の段階での適切なアセスメ

ントや支援体制が作れるよう、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等、専門的

な人材や、児童相談所などの他機関と連携しながら取組をすすめます。 

〇市教育委員会においては、「おだわら子ども若者教育支援センター」における相談窓口の周知を

図るとともに、不登校または不登校傾向の児童生徒や、その保護者に対する教育相談や教育相談

指導学級等による学校以外の場での支援環境の充実、不登校生徒訪問相談員の配置等によって、

深い児童生徒理解に基づいた日々のケアや保護者へのサポートを充実させます。 

また、教職員の資質向上のため、登校支援担当者連絡会議を実施するとともに、不登校児童生徒

の状況と、今後の支援を学校と共有するために、年２回の学校訪問をおこないます。 

〇児童生徒や保護者を孤立させないために、学校のみならず、外部機関とも連携した「チーム支援

による体制づくり」がスムーズにできるよう、小田原市登校支援関係機関連絡会を実施し、情報

共有や不登校にかかわる喫緊の課題についての協議を通して、関係機関とのよりよい連携づくり

をすすめていきます。 

 

 

 

（事務担当）教育指導課指導係   ℡ 33-1684 

教育指導課教育相談係 ℡ 46-6093 



令和３年11月25日に小田原市生涯学習センターけやきにて、小田原市いじめ問題対策連絡会
を開催しました。
この連絡会は、学校、教育委員会、児童相談所、警察署、地方法務局、地域団体等の関係機関

が連携を図り、いじめの防止等について情報交換や協議を行うもので、平成27年度から開催して
います。昨年度は、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から開催することができませ
んでしたが、今年度は1年ぶりの開催となりました。小田原市のいじめの状況についての情報共
有やいじめの未然防止に向けた取組についての協議を行いました。

令和３年度 いじめ問題対策連絡会だより
令和３年12月22日 小田原市教育委員会 教育指導課 発行

いじめは、全ての子どもに関わる問題であり、
社会全体で取り組むべき大人全員の課題であ
ることが「小田原市いじめ防止基本方針」に
示されています。学校では、いじめを積極的
に認知し、指導、支援をしていますが、いじ
めの未然防止、早期発見や、子どもたちの豊
かな育ちのために、ぜひこれからも関係機関、
地域の皆様のお力添えをお願いします。

いじめの未然防止に向けて

◆◆◆各機関・団体から◆◆◆
＜児童相談所＞
保護者や子どもからの相談があれば、18歳
未満の子どもについては、相談を受けてい
る。虐待を扱うことが多いが、保護者、子
ども双方が安心安全に暮らせるように日々
対応している。
＜警察署＞
警察OBのスクールサポーターが各学校を周
り相談を受けている。学校からの要望があ
れば、いじめや犯罪につながることについ
て、警察官の立場から子どもたちに話をす
ることができる。いじめの未然防止、早期
発見のために、小さな声もくみ取り必要が
あれば情報発信、共有をお願いしたい。
＜人権擁護委員協議会＞
各小中学校へ配付しているポスターで様々
な相談方法を周知している。また、「子ど
もの人権SOSミニレター」は全ての児童生
徒に配付されている。「子どもの人権110
番」も常時対応可能なので周知してほしい。
＜小田原少年補導員連絡会＞
サイバー教室を行い、SNS等の正しい利用
について子どもたちに伝えて
いるので、ぜひ学校で活用し
てほしい。保護者に対しても
新入生保護者説明会等で少年
補導員の立場から伝える活動
を行っている。
＜学校＞
アンケートや教育相談の活用、児童生徒の
日頃の見取り等を大切にし、チームで対応
することを心がけている。コロナ禍で不安
定な社会であるが、学校では安心できる居
場所づくりに努めていきたい。

いじめとは？
被害の子どもが心身の苦痛を感じている行
為は全ていじめとして積極的に認知します。
遊び、ふざけ、親切な気持ちからの行為で
も、された方が嫌だと感じたものは、いじ
めとして捉えて対応します。

協議小田原市のいじめの状況情報共有

小田原市のいじめの認知件数 教育指導課調べ

これまで増加の傾向にありましたが、令和
２年度は減少しています。新型コロナウイ
ルス感染症の影響で、全国一斉の臨時休業
があったことや児童生徒同士が適切な身体
的距離を保つ生活様式への転換が求められ、
接触の機会が減ったことが影響していると
考えられます。

紙面の関係上、関係機関・団体からのご意見等の一部を掲載させていただきました。
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県立高等学校における「いじめの重大事態」調査結果の概要について 

 

 

１ 事案の経過 

〇 令和元年 10 月、当時、県立高等学校２年生の男子生徒（以下「Ａ」という。）

が、学級内でのいじめにより、抑うつ状態のため自宅療養の必要があるという診

断を受け登校できなくなった。 

〇 いじめ行為により心身に重大な被害が生じた疑いが生じたため、いじめ防止対

策推進法（以下「推進法」という。）に規定する「いじめの重大事態」に該当す

るものとして対応した。 

〇 県教育委員会（以下「県教委」という。）は、推進法第 28 条第１項の規定に基

づき、令和元年 11 月 14 日、知事に重大事態が発生した旨を報告し、11 月 18 日

「神奈川県いじめ防止対策調査会」（以下「調査会」という。）に調査を諮問し

た。 

〇 令和２年 10月 12日、調査会から調査報告書が答申された。 

 

 

２ 調査報告書(答申)の内容  

(1) 調査の目的 

諮問事項の十分な事実調査を前提に、いじめの事実と心身への重大な被害との関

係について検証し、同種の事態の発生を防止すべく再発防止策を検討する。 

 

 

(2) 認定した事実 

① インスタグラムのストーリーにグループ全員で楽しく過ごした旨の書き込みが

なされた。Ａは呼ばれていなかった。 

② グループのメンバーが、昼休みにＡ以外の３人で誘い合わせてカードゲームを

していた。 

③ 体育でバスケがあったとき、他の生徒がシュートを決めると歓声が上がるが、

Ａがシュートを決めてもザワザワするくらいで男子生徒からの悪口が聞こえた。 

④ Ａは男子生徒から、仲の良かったグループ LINE やＡが所属するクラスのグルー

プ LINEを退会させられた。 

⑤ インスタグラムか Twitterの質問ボックスにＡを中傷する内容の書き込みがなさ

れた。 

⑥ 男子生徒がＡのクラスにゴミを捨てにきた時に、Ａは「ゴミじゃんお前ら」の

ような悪口を言われた。 

⑦ Ａが女子生徒と話しているところを後方から撮影され、これを学級の仲間に拡

散された。 
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⑧ 夏休みに入る前かその少し後に、男子生徒らがＡたちのグループに入ってきた。

Ａはその男子生徒らが嫌なので抜けた。このグループの中での、負けた人がお尻

をキックされるという罰ゲームにおいて、無理やりＡが負けたものとして蹴られ

ることがあった。 

⑨ Ａの顔を変形した画像が、エアドロップを用いて、学級の仲間に送信された。 

⑩ インスタグラムに、Ａがいなくなってからこのクラスは楽しかった旨の書き込

みがなされた。 

⑪ Ａの登校時に「Ａが不登校になるまで頑張ろう」、「自分の都合で学校に来る

なよ」との趣旨の発言がなされた。 

 

 

(3) いじめの認定 

（2）の①～⑪の事実を、「いじめ」と認定した。これらの「いじめ」は、一対一の

単発的なものではなく、学級の人間関係に根ざした多対一の継続的なものというべ

きである。 

 

 

(4) 「いじめ」の事実と心身への重大な被害との関係について 

○ Ａの自傷行為、希死念慮は、Ａの心身又は財産に重大な被害が生じたものとし

て、重大事態にあたる。 

〇 Ａからの聴取事項及び事実経過に鑑みれば、Ａの自傷行為、希死念慮の原因が

「いじめ」である可能性は否定できない。 

〇 令和元年 10月 29日以降のＡの不登校は、相当な期間欠席を余儀なくされている

ものとして、重大事態にあたる。 

〇 Ａからの聴取事項及び事実経過に鑑みれば、Ａの不登校の原因が「いじめ」で

ある可能性は否定できない。 

 

 

(5) 学校の対応に関する検証 

○ １年生から２年生に進級する際に、十分な情報共有が行われておらず、学校の

指導は単発的な「いじめ」に対するものにとどまった。「いじめ」の原因となる

継続的及び多対一の関係への指導を行う必要があった。 

○ 不測の事態を防ぐべく、スクールカウンセラーなどの専門家を本件に関与させ

るべきであった。 

○ 学年会の場において、「いじめ」防止対策といった観点での検討がなされてお

らず、Ａがいじめを訴え出る以前に組織的に対応した形跡が認められない。 
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(6）県教委の対応に関する検証 

○ いじめの重大事態の調査に関するガイドラインを学校が的確に把握していない

場合、県教委は学校に対し、早期に注意喚起しておくべきであった。 

○ 推進法が求める学校内の情報共有と組織的対応がなされていない場合には指導

すべきであった。 

 

 

(7）学校への提言 

〇 担任による指導の重要性 

ア 担任による個々の生徒及び学級内の人間関係の把握が必要である。 

イ 担任の介入を要する兆候がある場合には、個別的指導が活用されるべきで 

ある。 

〇 組織的対応の必要性 

いじめ対策等検討会議を月１回程度は開催すべきである。 

〇 多対一状態の問題に気付く 

ア 多対一の状況では、行為が対等でないことに気付かせる。 

イ 特定の生徒が一方的に被害を受ける場合には、大人の直接介入が必要である。 

 

 

(8）県教委への提言 

〇 学校に対し、推進法・県いじめ防止基本方針・いじめの重大事態の調査に関す

るガイドラインの求めるところを適宜指導すべきである。 

〇 推進法に基づく対応がなされているとはいえない場合には、適切な対処を指導

すべきである。 

〇 人員の増強を目指し関係各所へ重ねて働きかけるべきである。 

①問題発生時においてこれに集中的に対処できる十分な人員を配置する必要が認

められる。 

②通常規模の高校においては養護教諭を少なくとも２名配置する必要が認められ

る。 

③40 人とされている学級定員は過大であり、少人数の学級を実現するために教員

を増強する必要が認められる。 

〇 各校へのスクールカウンセラー常駐を目指し関係各所へ働きかけるべきである。 

〇 学校が精神科医の助言を容易に得られるような体制を整備するとともに、生

徒・教職員のメンタルヘルスケアについてもより一層充実した体制を整備するこ

とが望まれる。 
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